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r8物価_1_1

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  44,074  44,074  44,074 - 

令 和 ７年 度 第 ３回 実 施 計 画 で 食 料 品 の 物 価 高 騰 に 対 す る
特 別 加 算 の 配 分 を受 け て い な い 市 区 町 村 は 、

食 料 品 の 特 別 加 算 に 関 す る事 業 をN O 1 に 入 力 し て く だ さ い 。
複 数 の 事 業 が あ る場 合 は 、N O 2 以 降 に 記 載 し て く だ さ い 。

1  -  -

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 水道施設の電気料金高騰に対して支援を行うことで
住民への価格転嫁を防ぐ

○ 水道事業電気料金高騰対策緊急支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○ ④消費下支え等を通じた
生活者支援

 5,660  5,660  5,660  -

①円安による石油等の天然資源価格の上昇に伴い、電気料金も高騰し
ており、町民生活は勿論のこと水道事業運営にも影響を及ぼしている。
このままでは水道事業の経営が悪化し、水道料金の値上げをしなけれ
ばならないが、本町の水道料金は県内で最も高く既に町民の負担となっ
ている。水道料金は町民生活の根幹にあたるものでほぼ全ての住民に
影響があり、推奨事業よりも効果が見込まれるため、水道事業に対し電
気料金高騰分を繰出金として支出し、町民負担の軽減につなげる。※公
共施設を除く。
②繰出金
③R8見込（28,990千円）-R7（23,330千円）=5,660千円
④与論町水道事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 令和８年度中の水道料金維持 明記予定（HP) ホームページ等 対象分野に関連しない

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 農業集落排水施設の電気料金高騰に対して支援を行
うことで住民への価格転嫁を防ぐ ○ 下水道事業電気料金高騰対策緊急支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物

価高への対応 ○ ④消費下支え等を通じた
生活者支援  769  769  769  -

①円安による石油等の天然資源価格の上昇に伴い、電気料金も高騰し
ており、町民生活は勿論のこと下水道事業運営の悪化が懸念される。集
落排水処理施設の対象地域は与論町の中心部に位置し、使用料金の
値上げは多数の地域住民に影響が及ぶため、下水道事業に対し電気
料金高騰分を繰出金として支出し、使用料金を維持し町民負担の軽減
につなげることで、推奨事業よりも効果が見込まれる。※公共施設を除
く。
②繰出金
③R8見込（4,758千円）-R7（3,989千円）=769千円
④与論町下水道事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 令和８年度中の農業集落排水施設使用料金
維持 明記予定（HP) ホームページ等 対象分野に関連しない

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 給食材料費等の価格高騰に対して支援を行うことで
児童・生徒の保護者への負担増を防ぐ ○ 給食物資等価格高騰緊急支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物

価高への対応 ○ ①食料品の物価高騰に対
する特別加算

③物価高騰に伴う子育て
世帯支援  2,200  2,200  2,200  -

①燃料費や輸送コスト、給食物資として利用している作物や調味料等の
価格が急激に高騰しており、このままでは町の学校給食運営事業への
影響や学校給食費の値上げに繋がってしまうことから、給食物資購入費
用の補助を行い、学校給食費の維持に努める。
②補助金
③1食あたり物価高騰分20円×供給数550食×200食≒2,200千円
④町内における公立小中学校の児童・生徒（教職員を除く）

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 給食物資購入に係る費用のうち、本事業適
用により５％の保護者負担軽減を目指す 明記予定（HP) ホームページ等 対象分野に関連しない

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ 福祉施設の電気料金や配食材料費等の価格高騰に
対して支援を行うことで利用者の負担増を防ぐ ○ 福祉施設物価高騰対策臨時支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物

価高への対応 ○
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

 10,200  10,200  10,200  -

①エネルギー価格や物価の高騰が長く続き本町の福祉施設においても
経営状況が悪化しているため、対象施設の規模に応じて高騰した差額
分の補助を行い福祉サービスの維持を図る。
②補助金
③2,000千円×1　1,500千円×1　1,000千円×2　750千円×2　500千円×
5
　200千円×2　100千円×3　計16事業所　10,200千円（上限）
④町内福祉施設

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 執行率9割以上 明記予定（HP) ホームページ等 介護サービス事業所・
施設等

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○
価格高騰している肥料への支援を行うことで、農家・
畜産農家の負担を減らし、営農活動の継続支援をす
る

○ 農業・畜産肥料物価高騰対策緊急支援事業 Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応 ○ ⑧農林水産業における物

価高騰対策支援  25,245  25,245  25,245  -

①農業・畜産農家が使用する肥料のうち、物価高騰に係る費用を補助す
ることで、生産者の生活を維持すると共に、本町の1次産業の減少を防
止する。
②農業用肥料
③肥料価格高騰分25,245千円
　化学肥料分：22,216千円　国内肥料分：3,029千円
④町内農業・畜産生産農家・団体

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 執行率9割以上 明記済み（広報誌） ホームページ等 農林水産・食品分野 農業資材

7  -  -

8  -  -

9  -  -

10  -  -

11  -  -

12  -  -

13  -  -

14  -  -

15  -  -

16  -  -

17  -  -

18  -  -

19  -  -

20  -  -

21  -  -

22  -  -

23  -  -

24  -  -

25  -  -

26  -  -

27  -  -

28  -  -

29  -  -

30  -  -

31  -  -

32  -  -

33  -  -

34  -  -

35  -  -

36  -  -

37  -  -

38  -  -

39  -  -

40  -  -

41  -  -

42  -  -

43  -  -

44  -  -

45  -  -

46  -  -

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）事業始期 国の重点支援地方交付金が活用されてい

る旨の明記

配分予定額計

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）

                                                                                                                           -

                                                                                                                           -

                                                                                                                  44,074

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

                                                                                                                  44,074

                                                                                                                           -

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

44,074                                                                                                      国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

メールアドレス soumu@town.yoron.lg.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度

額を上限として参考表記

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度

額を上限として参考表記

電話番号

令和8年度既配分額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

内野　優三郎

                                                                         44,074

都道府県・市町村コード（５桁）

都道府県区分

-                                                                                                               

44,074                                                                                                      

44,074                                                                                                      

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度
事業終期基金

個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業 予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。 予算化の
方法

Ｂ ※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和8 年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

総務企画課担当部局課名

46535

【46_鹿児島県】

46535_鹿児島県与論町

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

地方公共団体名（コード有り）

担当者氏名

                                                                           2,200（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度
額を上限として参考表記

                                                                                                                           -

0997-97-3111

                                                                                                                  44,074 移管先  交付限度額計総務省

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事
業者の賃上げ環境整

備」
における細分化項目
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Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）事業始期

国の重点支援地方交付金が活用されてい
る旨の明記

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度
事業終期基金

個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業 予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。
予算化の
方法

Ｂ ※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事
業者の賃上げ環境整

備」
における細分化項目
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Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）事業始期

国の重点支援地方交付金が活用されてい
る旨の明記

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度
事業終期基金

個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業 予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。
予算化の
方法

Ｂ ※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事
業者の賃上げ環境整

備」
における細分化項目
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Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）事業始期

国の重点支援地方交付金が活用されてい
る旨の明記

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度
事業終期基金

個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業 予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。
予算化の
方法

Ｂ ※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事
業者の賃上げ環境整

備」
における細分化項目

305 

306 

307 

308 

309 

310 

311 

312 

313 

314 

315 

316 

317 

318 

319 

320 

321 

322 

323 

324 

325 

326 

327 

328 

329 

330 

331 

332 

333 

334 

335 

336 

337 

338 

339 

340 

341 

342 

343 

344 

345 

346 

347 

348 

349 

350 

351 

352 

353 

354 

355 

356 

357 

358 

359 

360 

361 

362 

363 

364 

365 

366 

367 

368 

369 

370 

371 

372 

373 

374 

375 

376 

377 

378 

379 

380 

381 

382 

383 

384 

385 

386 

387 

388 

389 

390 

391 

392 

393 

394 

395 

396 

397 

233  -  -

234  -  -

235  -  -

236  -  -

237  -  -

238  -  -

239  -  -

240  -  -

241  -  -

242  -  -

243  -  -

244  -  -

245  -  -

246  -  -

247  -  -

248  -  -

249  -  -

250  -  -

251  -  -

252  -  -

253  -  -

254  -  -

255  -  -

256  -  -

257  -  -

258  -  -

259  -  -

260  -  -

261  -  -

262  -  -

263  -  -

264  -  -

265  -  -

266  -  -

267  -  -

268  -  -

269  -  -

270  -  -

271  -  -

272  -  -

273  -  -

274  -  -

275  -  -

276  -  -

277  -  -

278  -  -

279  -  -

280  -  -

281  -  -

282  -  -

283  -  -

284  -  -

285  -  -

286  -  -

287  -  -

288  -  -

289  -  -

290  -  -

291  -  -

292  -  -

293  -  -

294  -  -

295  -  -

296  -  -

297  -  -

298  -  -

299  -  -

300  -  -

301  -  -

302  -  -

303  -  -

304  -  -

305  -  -

306  -  -

307  -  -

308  -  -

309  -  -

310  -  -

311  -  -

312  -  -

313  -  -

314  -  -

315  -  -

316  -  -

317  -  -

318  -  -

319  -  -

320  -  -

321  -  -

322  -  -

323  -  -

324  -  -

325  -  -



46535_鹿児島県与論町_r8_1.xlsx

68 
69 
70 

71 

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T Y Z AA AB AC AD AE AF AG AH AI AJ AK AL AM AN AO AP AQ AR AS 

Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）事業始期

国の重点支援地方交付金が活用されてい
る旨の明記

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

Ｎｏ

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

国

の

予

算

年

度
事業終期基金

個人を対象
とした給付

金等

特定事業者
等支援

商品券等活
用事業 予算化時期物価高騰対策と整理する根拠・理由 推奨事業メニュー ※推奨事業メニュー①について、

②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。
予算化の
方法

Ｂ ※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判
断する地方単独事業」を選択した場合の、より効
果があると考える理由

交付対象事業の名称 経済対策等との関係 総事業費
（単位：千円）

C

支援開始
時期

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

備考２

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事
業者の賃上げ環境整

備」
における細分化項目
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事業数 5 基金事業数

最終事業NO 6

前回から記載内容に
変更があった事業数 5

" うち交付対象経費のみの変

更" を除いた変更事業数 5
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自治体利用欄 自治体利用欄自治体での予
算区分
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自治体利用欄 自治体利用欄
自治体での予

算区分
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